
 

 

 

 

平成１９年６月に「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」が制定され、地方公共団体は健全

化判断比率と公営企業ごとの資金不足比率を算定し、議会に報告のうえ公表することが義務付けられ

ました。比率が基準以上となった場合は、財政健全化計画や財政再生計画を策定し、国や県の指導を

受けながら財政健全化を進めることとなります。 

下記の表のとおり、本市では令和２年度決算時で各指標とも早期健全化基準を下回っていますが、

今後も更なる健全化を目指した取り組みを推し進めてまいります。 

 

 

 

 

健全化判断比率は、①実質赤字比率、②連結実質赤字比率、③実質公債費比率、④将来負担比率の

４つの比率によって表しています。 

令和２年度健全化判断比率 

区   分 比  率（％） 
国が定める基準 

早期健全化基準 財政再生基準 

①実質赤字比率 
― 

（実質赤字なし） 
１３．３９％ ２０．００％ 

②連結実質赤字比率 
― 

（連結実質赤字なし） 
１８．３９％ ３０．００％ 

③実質公債費比率 ７．２％ ２５．０％ ３５．０％ 

④将来負担比率 １８．０％ ３５０．０％ 
 

 

 

平成１８年度決算時には３０．１％であった実質公債費比率は、これまでの財政健全化への取り組

みにより順調に改善しています。同じく、将来負担比率も順調に改善しています。 

 

 年号が平成になった頃から公営住宅や学校建設などの大規模事業

が続いていました。これに加え平成１１年に山形新幹線が新庄まで延

伸することとなり、新庄駅前周辺広場の整備や踏切対策事業が実施さ

れました。また公共下水道事業の供用開始や、最上広域市町村圏事務

組合による「ゆめりあ」や「エコプラザ」の建設など、市の財政規模

を超えた事業が引き続いたことが要因です。 

令和２年度の健全化判断比率及び資金不足比率について 

健全化判断比率 

実質公債費比率

が高くなっていた

要因は？ 

 



平成１６年度に市独自の「新庄市財政再建計画」を策定し、人件費

などの経常経費の削減や投資的経費の抑制による公債費の削減など

の取り組みを実施することにより、財政健全化に向けた確実な前進を

果たしてきました。また、平成２０年度にはこれを引き継ぐ「新庄市

財政再建プラン」を、平成２１年度には財政健全化法に基づく「財政 

健全化計画」を策定し、より一層の健全化に向けた取り組みを行い、着実な成果をあげました。なお、

山形新幹線の新庄延伸に関連した起債のうちの多くが平成２０年度で償還が完了しているため、平成

２１年度からの公債費は大きく減少しています。 

現在は健全な比率を維持しており、令和２年度は７．２％と県内１３市の中では６位の比率となり

ました。 

今後は、令和３年度に校舎棟が完成した義務教育学校「明倫学園」の建設費用やこれから予定され

ている公共施設の老朽化対策などの大規模事業実施に伴う市債の償還が始まります。 

このような状況の中、将来にわたって財政運営の健全性を確保していくため、令和３年度から令和

７年度までの５カ年を計画期間とした中期財政計画に基づき、引き続き財政の健全化に努める取り組

みを実施していきます。 

 

 

 

 

この比率は、特別会計のうち水道事業や下水道事業など、市民の皆さんから料金をいただいて民間

企業と同じような経営をしている公営企業の財政状況を判断する比率です。 

 

令和２年度資金不足比率 

特 別 会 計 資金不足比率 （％） 
国が定める基準 

（経営健全化基準） 

 水道事業会計 
― 

（資金不足なし） 
２０．０％ 

 下水道事業会計 
― 

（資金不足なし） 
２０．０％ 

※令和２年度より公共下水道事業特別会計と農業集落排水事業特別会計が公営企業化により統合され、

下水道事業会計となりました。 

 

すべての会計において資金不足はなく、健全な経営をおこなっています。今後とも行財政改革を

推進しながら、健全な財政運営を推進してまいります。 

 

 

 

資金不足比率 

これまでの対応と

これからの見通し

は？ 

 



 

 

 

 

 

一般会計の１年間の収入と支出の結果、黒字であったのか赤字であったのか、赤字の場合はどの程

度の赤字であるのかを表すものであり、一般会計の財政運営の深刻さをはかる指標です。 

この比率は、一般会計の赤字額が、地方税や普通交付税などの使いみちが特定されていない歳入の

標準的な合計額（標準財政規模）の何割に相当するかという方法で算出します。 

 

            一般会計の実質赤字額 

             標準財政規模 (※１) 

 

   (※１) 標準財政規模の額：標準的に収入が見込まれる一般財源の総額（市税、地方譲与税、

普通交付税、臨時財政対策債などの収入見込の合計額） 

 

 

 

 

一般会計や公営企業会計と、その他の特別会計のすべてを合わせた自治体全体の赤字の程度を表す

ものであり、自治体全体の財政運営の深刻さをはかる指標です。 

この比率は、全会計の赤字額が標準財政規模の何割に相当するかという方法で算出します。 

 

               連結実質赤字額 (※２) 

                標準財政規模 

 

   (※２) 連結実質赤字額：全会計の赤字額（資金不足額）－全会計の黒字額（資金剰余額） 

 

 

 

 

借入金（地方債）の年間の返済額や、借入金の返済に似た性格を持つ支出の年間の額の大きさがど

の程度であるのかを表すものです。この比率が高いと借入金の返済などの経費が多くなり、それ以外

の施策に使えるお金が少なくなることから、一般会計をはじめとする自治体の会計全体の資金繰りの

危険度をはかる指標と言えます。 

この比率は、一般会計が借り入れした借入金の返済と、上下水道事業などの公営企業や一部事務組

合などが借り入れした借入金の返済のために一般会計から支出した繰出金や負担金などの経費の合

計が、標準財政規模の何割に相当するかという方法で算出します。（３か年平均で算出します） 

実質赤字比率 ＝ 

連結実質赤字比率 ＝ 

実質赤字比率 

連結実質赤字比率 

実質公債費比率 

各比率の説明 



                   (※３)   (※４) 

            地方債元利償還金等 ―（特定財源＋元利償還金等に係る基準財政需要額） 

               標準財政規模 ―（元利償還金等に係る基準財政需要額） 

  

 (※３) 地方債元利償還金等：一般会計の元利償還金のほか、特別会計や一部事務組合の元利償

還金に対する繰出金や負担金、債務負担行為のうち公債費に準ず

るもの（国営事業の負担金など）など 

  (※４) 特定財源：元利償還金に充当できる県補助金や市営住宅使用料など 

 

 

 

自治体のメインの会計である一般会計の、将来にわたって負担しなければならない債務が現時点で

どの程度となるかを示すものであり、自治体の将来的な財政を圧迫する可能性の高さをはかる指標と

なります。 

この比率は、一般会計の地方債残高と、公営企業や一部事務組合などの借入金のうち将来一般会計

などで負担することとなる繰出金や負担金の見込額、債務負担行為に基づく今後の支出予定額、全職

員の退職手当支給見込額など、一般会計が将来負担していくべき実質的な負担額が標準財政規模の何

倍に相当するかという方法で算出します。 

 

           将来負担額 (※５)―（充当可能基金＋ 

                      特定財源＋地方債現在高に係る基準財政需要額） 

              標準財政規模―元利償還金等に係る基準財政需要額 

 

   (※５) 将来負担額：一般会計の地方債残高のほか、特別会計や一部事務組合の元金償還金に

充てるための繰出金や負担金の今後支出見込額、公債費に準ずる債務負

担行為の今後支出予定額及び全職員の退職手当支給見込額 

 

 

 

上下水道事業などの公営企業の資金不足（一般会計などの実質赤字に相当）の程度を表すものであ

り、公営企業の経営の深刻度をはかる指標です。 

この比率は、公営企業における資金不足額が事業規模である料金収入の何割に相当するかという方

法で算出します。 

             資金の不足額 (※６) 

              事業の規模(※７) 

 

   (※６) 資金の不足額：水道事業や公共下水道事業特別会計などの公営企業の資金不足額 

   (※７) 事業の規模：営業収益の額 － 受託工事収益の額 

実質公債費比率 ＝ 

将来負担比率 ＝ 

資金不足比率 ＝ 

将来負担比率 

資金不足比率 



 

 

 

各比率のひとつでも早期健全化基準を超えると「早期健全化団体」となり、財政健全化計画を策定

し自主的な改善努力による財政健全化を進めることとなります。また財政再生基準を超えると「財政

再生団体」となり、財政再生計画を策定し、国や県の指導を得ながら財政の再生を進めることになり

ます。 

 

 

 

 

            早期健全化基準        財政再生基準 

 

 

①実質赤字比率 

 

 

 

②連結実質赤字比率 

 

 

 

③実質公債費比率 

 

 

 

④将来負担比率 

 

 

 

また、公営企業会計については経営健全化基準を超えると「経営健全化団体」となり、経営健全化

計画を策定し、国や県の指導を得ながら経営健全化を進めることになります。 

 

               経営健全化基準 

公営企業会計 

 

⑤資金不足比率 

 

財政健全                       財政悪化 

早期健全化団体 財政再生団体 

○自主的な改善努

力による財政健

全化 

・財政健全化計画策

定、外部監査の義

務付け 

・実施状況を議会に報 

告し公表 

・早期健全化が認めら

れない場合は総務 

大臣又は知事の勧

告 

○国等の関与によ

る確実な再生 

・財政再生計画策定、

外部監査の義務付け 

・起債発行の制限 

・財政運営が計画に適

合しない場合は予算

の変更等を勧告 

経営健全化団体 

財政健全化法による財政健全化の取組 

11.25
～15％ 

16.25
～20％ 

25％ 

350％ 

20％ 

20％ 

30％ 

35％ 

早期健全化基準 財政再生基準 

実質赤字比率 

連結実質赤字比率 

実質公債費比率 

将来負担比率 

資金不足比率 



 

 

 

 平成１８年度に地方債が許可制度から協議制度に移行しましたが、その際に地方債の信用維持等の

ため、元利償還費や決算収支の赤字などが一定基準以上となった場合の起債の制限が設けられました。 

 地方債協議制度のもとでは、起債を発行するときに「協議」という手続きさえ経れば、総務大臣ま

たは都道府県知事の「同意」がなくても地方債を発行できることとされています。ただし、健全化判

断比率のいずれかが早期健全化基準を超えた場合や、資金不足比率が経営健全化基準を超えた場合は、

原則として「財政健全化計画」や「経営健全化計画」を策定したうえで、その内容や実施状況に応じ

て総務大臣または都道府県知事の「許可」を受け、地方債を発行することとなります。 

健全化判断比率や資金不足比率が早期健全化基準や経営健全化基準を下回っている場合でも、一定

の基準以上となっている場合は「許可」を受けなければなりません。 

健全化判断比率のうち実質公債費比率が１８％以上の自治体は、「公債費負担適正化計画」を策定

し、その内容や実施状況に応じて「許可」を受けることとなります。また、実質赤字比率については

標準財政規模の額に応じて２．５％から１０％の間で段階的に設定された基準を超えた自治体につい

て、「実質赤字解消計画」を策定し、その内容や実施状況に応じて「許可」を受けることとなります。

公営企業会計における資金不足比率については、１０％以上となった場合に「資金不足等解消計画」

を策定し、その内容や実施状況に応じて「許可」を受けることとなります。 

本市においては、平成２２年度までは実質公債費比率が「許可」団体となる基準の１８％を超えて

いましたが、「公債費負担適正化計画」等の取り組みにより、平成２３年度からは県知事の「許可」

を要しない１８％以下の比率となりました。 

健全化判断比率・資金不足比率と起債の制限 


